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環境行政構成図（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

可児市環境基本条例 

市では、平成11年９月に「可児市環境基本条例」を制定した。本条例は「岐阜県環境基本条例」

の趣旨を踏まえ、豊かで快適な環境の保全及び創出について基本的な考え方を定め、ならびに市、

市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、豊かで快適な環境の保全及び創出に関する施策

の基本的な事項を定め、これに基づく施策を総合的かつ計画的に推進することにより、現在及び

将来の市民が健康で文化的な生活を営むことができるようにすることを目的としている。 

　　構成員14名

　　構成員14名

　　（13名）(12名）

課長１

（３名）

（３名）

　

（５名）
・一般廃棄物処理及び減量化　・愛護動物の飼養

・犬の登録及び狂犬病予防注射

・リサイクル事業の推進　

・墓地等の経営及び改葬の許可

・不法投棄等の監視　

 部長１

環境保全係

生活環境係

環境審議会

・環境保全団体との連携
・特定施設の監視及び立入検査

廃棄物減量等推進
審議会

　　・市長の諮問に応じ、豊かで快適な環境の保全・創出に関する基
　　本的な事項及び重要な事項を調査又は審議する。

市長

市民文化部

環境課

・各種公害対策　・自然環境保全　・環境調査

・環境政策の推進     ・地球温暖化対策 　　
・環境基本計画　　   ・再生可能エネルギーの利活用

環境政策係

　　・一般廃棄物の減量に関する事項、処理計画に関する事項その
　　他の一般廃棄物の適正な処理に関する事項を審議する。

　 （環境課、地域協働課、
　　文化スポーツ課、図書館）
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可児市環境基本計画 

 可児市環境基本計画は、可児市環境基本条例第７条の規定に基づき、豊かで快適な環境の保全

と創出のための取り組みを、市民・事業者・行政の三者が協力して進めていくことを目的として、

平成12年３月に策定した。 

平成23年３月の改定では、社会的な動向を適切に反映し、環境への取り組みを行政主導型から

市民主導型へと転換したうえで「可児らしさ」を引き出すことを着目点とした。具体的なプラン

として「循環型社会の形成」「里地里山の保全と活用」「地球温暖化対策における再生可能エネル

ギーの利用促進」の３つを重点環境プロジェクトに位置付け、施策に反映している。 

令和２年３月の改定では、当初の「目指すべき環境像」を引き継ぎ、国・県の環境基本計画の

共通のポイントである「持続可能」「人を育てる」を重視し、今後10年間に可児市が取り組むべ

きことをまとめている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   


